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研究分野：複合新療育 

科研費の分科・細目：社会・安全システム科学 

キーワード：社会の防災力（避難、パニック、情報伝達、ハザードマップ） 

 

１．研究計画の概要 

(1)防災福祉 GIS 構築を通じた災害時要援護
者の個別避難支援プラン策定に関するアク
ションリサーチ：発災直後の避難支援に向け
て地理情報システム(GIS)を活用した災害時
要援護者の把握と個別の避難支援プランづ
くりを連動させる防災福祉 GIS の構築およ
び運用を試みる。さらに個別避難支援プラン
作成に向けて、当事者団体、民生・児童委員
や自治会、地域の自主防災組織、介護保険サ
ービス事業者などとの連携を促進し、要援護
者と支援者が日常的なふれあいを通じて顔
なじみの関係を維持する社会技術の確立を
図る。 

(2)り災情報を防災福祉 GIS データベースに
重ね合わせることによる個別支援策の策定
に関するアクションリサーチ：復旧・復興期
にあたっては、罹災判定と要援護者情報を防
災福祉 GIS 上で重ね合わせることにより、
発災後できるだけ早期から要援護者の生活
再建にむけて、当事者の社会生活上の要求を
同定し、呼応する資源・サービスを保障する
支援策を部局横断的に展開できる方策の検
討を行う。 

(3)災害時要援護者対策の標準業務モデルの
構築：災害時要援護者対策として、福祉と防
災の連携をはかりつつ自助・共助・公助の３
つのセクターの働きを協働させるための標
準業務モデルの構築を目指す。 

 

２．研究の進捗状況 

(1)防災福祉 GIS 構築を通じた災害時要援護
者の個別避難支援プラン策定に関するアク
ションリサーチ：石川県輪島市において災害
時要援護を対象とした防災福祉 GIS を実装

し日常的な運用ができるように支援を行っ
た。さらに兵庫県神戸市兵庫区において防災
福祉 GIS の実装を行った。また兵庫区内の障
害者当事者団体と行政・民間支援者との協
働・連携を促進し、障害当事者が地域住民組
織と災害時に協働することをめざすアクシ
ョンリサーチを実施した。 

(2)り災情報を防災福祉 GIS データベースに
重ね合わせることによる個別支援策の策定
に関するアクションリサーチ：2007 年新潟
県中越沖地震被災者の生活再建をシームレ
スに支援するために、り災判定情報と生活再
建支援金の給付に関する情報を突合させた
データベースを新潟県柏崎市において構
築・実装し、生活再建支援の現場で運用した。 

(3)災害時要援護者対策の標準業務モデルの
構築をめざし、滋賀県、兵庫県神戸市、広島
県広島市、京都府精華町、京都府南丹町など
において行政・社会福祉協議会担当者に対し
て標準業務モデルの講習・ワークショップを
実施した。 

(4)東日本大震災による災害時要援護者の福
祉避難所対応に関する予備的調査の実施：
2011年3月11日に発生した東日本大震災は、
人口構造の高齢化の著しい東北地方の沿岸
部一帯に激甚的被害をもたらした。一般避難
所での避難生活に耐えられない高齢者や障
害者を対象とした二次的な避難所である福
祉避難所がどのように展開され、要援護者へ
の対応を行ったのかに関する予備的調査を
実施した。 

 

３．現在までの達成度 

①当初の計画以上に進展している。 

（理由） 

防災福祉 GIS に関しては輪島市だけではな 
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く、神戸市兵庫区においても実装され、日常
的に運用されるようになった。また、り災情
報を防災福祉 GIS データベース上で突合さ
せる試みも新潟県柏崎市において実装レベ
ルで大きな成果をあげた。さらに災害時要援
護者対策の標準業務モデル構築にむけて多
くの自治体が研修・ワークショップに参加し
た。このような活動を踏まえ過去 3 年間に本
研究による成果として全体で、論文 41 件、
学会発表 21 件、図書 3 件を発表している。 

 

４．今後の研究の推進方策 
(1) 東日本大震災における災害時要援護者支
援の検討：2011 年 3 月 11 日発生した東日本
大震災は、スーパー広域複合災害の様相を呈
している。この災害における発災から 10 時
間までの失見当期、100 時間までの展開期、
1000 時間までの被災地社会成立期、1000 時
間以降の復旧・復興期という災害過程の各時
点において、主体の側の特別な要求と対応す
る客体的資源との間にどのような社会関係
が取り結ばれたのか（あるいは取り結ばれな
かったのか）について幅広く事実の採取を行
う。 

(2)防災福祉 GIS を活用した福祉マップづく
り活動の実践・評価・修正・更新に関するア
クションリサーチ：神戸市兵庫区全域を対象
とした障害者のマップづくり作業を通じて、
地域の共同性の強弱に応じた地域組織化の
ための社会技術の比較検討、個人情報に配慮
した情報共有体制の構築、福祉マップをもと
に個別避難支援プランを防災福祉 GIS に盛
り込む作業手順の確立、保健師や一般行政職
員が日常的に GIS データベースを活用・更新
するための知識移転の社会技術確立、につい
て実践的研究を行い、その結果の評価・修正
を実施する。さらに、本研究成果を京都市内
の協力地域で実装する実証実験研究を実施
する。 

(3) り災情報を結合した防災福祉GISおよび
生活再建カルテの活用による生活再建期に
おける要援護度の把握・支援策づくりの評
価・修正：中越沖地震被災地において実施し
た、罹災情報を防災福祉 GIS 上で結合する試
みを、被災者支援に具体的に活用するための
方策について、東日本大震災被災自治体で実
装研究的アクション・リサーチを実施する。
これにより、「発災前の地域見まもり、避難
移動、避難所生活、仮設住宅入居や一時転居
や施設入所、その後の生活再建支援」の全過
程での支援を可能とするための防災福祉GIS

の評価・修正を実施する。このような過程を
繰り返すことによって、災害過程全体を包括
して災害時要援護者支援業務を円滑に進め
ることのできるしくみを構築する。 

 

５. 代表的な研究成果 
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